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  大和商工会の会員企業（３９３事業所） 

 

 

  郵送法 

 

 

  平成２８年１０月上旬～１０月中旬 

 

 

  調査内容は以下の通りである。 

  ［回答企業の概要］ 

    ・事業所名、住所・電話番号、記入担当者名（所属・役職を含む）〔任意〕 

    ・事業形態、従業員数（正社員）、業種 

  ［景況調査］ 

   （１）業況判断 

   （２）生産・売上および受注状況 

   （３）価格（仕入価格・販売価格） 

   （４）採算・資金繰り 

   （５）雇用（正社員数） 

   （６）設備投資（実施の有無、設備投資の目的） 

   （７）経営上の問題点 

  ［事業所実態調査］ 

   （１）売上について（年間売上高、売上の状況、売上拡大に向けた取り組み、

経営上の優位性） 

   （２）収益状況（経常利益） 

   （３）今後の収益状況（経常利益）の見通し 

   （４）事業の見通し（後継者の決定状況、業界の中期展望、今後の事業方針） 

   （５）経営サポートのニーズについて（経営サポートのニーズの内容、経営計

画づくりへの関心） 

   （６）農商工連携等への興味・関心 

   （７）業況に好影響を与えているもの、悪影響を与えているもの 
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  回 答 数： １８５事業所 

  有効回答数： １８５事業所 

  有効回答率：４７．１％（１８５事業所：有効回答数/ ３９３事業所：調査票配布数） 
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─  

 

 事業形態は、「個人企業（個人経営）」（50.3％）、「法人企業」（47.6％）とも約５割

で同程度となっている（図表１－１）。 

 

   

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 従業員数は、「１人～５人」（48.6％）の割合が最も高く、以下「０人」（24.3％）、

「６人～10 人」（14.1％）、「11 人以上」（11. 9％）となっている。「０人」と「１人～

５人」を合わせた「５人以下」が約７割を占めている（図表１－２）。 
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 業種は、「卸売業・小売業」（27.0％）の割合が最も高く、以下「建設業・建築業」

（25.9％）、「製造業」（14.1％）、「サービス業」（11.9％）、「飲食サービス業」（10. 3％）

などとなっている（図表１－３）。 

 なお、５頁以降の業種別の分析では、「製造業」「建設業・建築業」「卸売業・小売業」

と、それ以外の業種（その他を含む）を合わせた「その他の非製造業」の４業種で分

析している。 
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 大和商工会の会員企業の業況判断をみると、2016年７～12月実績見通しは「良い」

の割合が 9.2％、「普通」が 41.8％、「悪い」が 48.9％となっている（図表２－１）。 

 この結果、「良い」とする割合から「悪い」とする割合を差し引いた指数「ＢＳＩ※」

は▲39.7 となり、同１～６月実績（▲41.1）から、わずかに改善している。 

 なお、17 年１～６月見通しのＢＳＩは▲56.5 となり、16 年７～12月実績見通し（▲

39.7）に比べて低下しており、慎重な見通しが示されている。 

 事業形態別にみても、大きな差はみられない（図表２－２）。 

 従業員数別にみると、16年１～６月実績から 17年１～６月見通しの３期間とも、「０

人」の業況判断ＢＳＩは「１人～５人」や「６人以上」に比べて低くなっている。 

 業種別にみると、16 年１～６月実績では、「建設業・建築業」の業況判断ＢＳＩは

他の業種に比べて高くなっているものの、以降、低下を続け、17年１～６月見通しで

は４業種のなかで最も低くなっている。また、「卸売業・小売業」と「「その他の非製

造業」の業況判断ＢＳＩは、16 年１～６月実績から 16 年７～12 月実績見通しにかけ

て上昇したものの、17年１～６月見通しでは再び低下する見通しとなっている。 

 

  ─ ─ ─  

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

※ＢＳＩとは、アンケートの回答結果を指数化したものである。業況などが「良い」

か「悪い」という質問に対して「プラス（良い、増加等）」「普通（不変）」「悪い（悪

い、減少等）」の３つの選択肢を用意して、「プラス」と回答した企業の割合から「マ

イナス」と回答した企業の割合を差し引いた数値をいう。 

※なお、以降のＢＳＩの計算にあたり、図表中の各割合の計算結果と指数化した計算

結果が四捨五入の関係で一致しない場合がある。 
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ה ⅔╟┘  

ᵑ ה ─  

 16 年７～12 月実績見通し（以下、今期）の生産・売上が、16 年１～６月実績（以

下、前期）と比べて「増加」と回答した割合は 9.6％、「不変」は 37.1％、「減少」は

58.3％となっている。続く 17年１～６月見通し（以下、来期）の生産・売上が今期と

比べて「増加」と回答した割合は 5.0％、「不変」は 38.5％、「減少」は 56.5％となっ

ている（図表２－３）。 

 この結果、今期の生産・売上ＢＳＩ（「増加」－「減少」）は▲43.7 、来期の生産・

売上ＢＳＩは▲51.6 となり、今期から来期にかけて低下する見通しとなっている。 

 事業形態別にみると、今期の「個人企業（個人経営）」の生産・売上ＢＳＩの水準は、

「法人企業」を上回っているものの、来期は逆転する見通しとなっている（図表２－

４）。 

 従業員数別にみると、今期・来期とも、従業員数が多いほど生産・売上ＢＳＩの水 

 

ה   ─  

 

 

 

 

 

 

 

 

 

Ỏ 41.1 Ỏ 39.7 Ỏ 56.4

₡ ₢(n=93)Ỏ 43.0 ₡ ₢(n=92)Ỏ 39.1 ₡ ₢(n=89)Ỏ 58.4

(n=88)Ỏ 39.8 (n=88)Ỏ 40.9 (n=86)Ỏ 53.5

(n=45) Ỏ 60.0 (n=45) Ỏ 60.0 (n=44) Ỏ 72.7

(n=90)Ỏ 40.0 (n=89)Ỏ 42.7 (n=86)Ỏ 51.2

(n=48)Ỏ 25.0 (n=48)Ỏ 14.6 (n=47)Ỏ 51.1

(n=26) Ỏ 34.6 (n=26) Ỏ 46.2 (n=26) Ỏ 53.8

ה (n=48)Ỏ 33.3 ה (n=48)Ỏ 37.5 ה (n=47)Ỏ 70.2

ה (n=50)Ỏ 58.0 ה (n=50)Ỏ 54.0 ה (n=50)Ỏ 62.0

∕─ ─ (n=60)Ỏ 36.7 ∕─ ─ (n=59)Ỏ 27.1 ∕─ ─ (n=55)Ỏ 41.8
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準は高くなっている。 

 業種別にみると、今期・来期とも、「その他の非製造業」の生産・売上ＢＳＩの水準

は他の３業種に比べて高くなっている。 

 

ה   ─ ₡ ⁸ ⁸ ₢ 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

ᵒ ─ ⁸ ה ─╖  

 今期の受注が前期と比べて「増加」と回答した割合は 5.7％、「不変」は 30.0％、「減

少」は 64.3％となっている。来期の受注が今期と比べて「増加」と回答した割合は 6.0％、

「不変」は 22.4％、「減少」は 71.6％となっている（図表２－５）。 

 この結果、今期の受注ＢＳＩ（「増加」－「減少」）は▲58.6、来期の受注ＢＳＩは

▲65.7 となり、今期から来期にかけて低下する見通しとなっている。 

 事業形態別にみると、今期・来期とも、「法人企業」の受注ＢＳＩの水準が「個人企

業（個人経営）」を上回っている（図表２－６）。 

 従業員数別にみると、今期・来期とも、「６人以上」の受注ＢＳＩの水準は「０人」

と「１人～５人」に比べて高くなっている。 
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 業種別にみると、今期の受注ＢＳＩは「製造業」「建設業・建築業」とも同水準であ

るものの、来期は「製造業」が上昇する一方で、「建設業・建築業」は低下する見通し

となっている。 
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ᵑ ─  

 今期の仕入価格が前期と比べて「上昇」と回答した割合は 24.7％、「不変」は 56.9％、

「低下」は 18.4％となっている。来期の仕入価格が今期と比べて「上昇」と回答した

割合は 23.1％、「不変」は 61.5％、「低下」は 15.4％となっている（図表２－７）。 

 この結果、今期の仕入価格ＢＳＩ（「上昇」－「低下」）は 6.3、来期の仕入価格Ｂ

ＳＩは 7.7 となり、今期から来期にかけて上昇する見通しとなっている。 

 事業形態別にみると、今期・来期とも、「法人企業」の仕入価格ＢＳＩの水準が「個

人企業（個人経営）」を上回っている（図表２－８）。 
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 従業員数別にみると、今期・来期とも、「１人～５人」の仕入価格ＢＳＩの水準は「０

人」と「６人以上」に比べて高くなっている。 

 業種別にみると、今期の「製造業」の仕入価格ＢＳＩの水準は、他の３業種に比べ

て低くなっているものの、来期にかけて大幅に上昇する見通しとなっている。 
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ᵒ ─  

 今期の販売価格が前期と比べて「上昇」と回答した割合は 7.3％、「不変」は 61.2％、

「低下」は 31.5％となっている。来期の販売価格が今期と比べて「上昇」と回答した

割合は 7.4％、「不変」は 61.7％、「低下」は 30.9％となっている（図表２－９）。 

 この結果、今期の販売価格ＢＳＩ（「上昇」－「低下」）は▲24.2、来期の販売価格

ＢＳＩは▲23.5 となり、今期から来期にかけて、ほぼ横ばいで推移する見通しとなっ

ている。 

 事業形態別にみると、今期・来期とも、「法人企業」の販売価格ＢＳＩの水準が「個

人企業（個人経営）」を上回っている（図表２－10）。 
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 従業員数別にみると、今期・来期とも、従業員数が多いほど販売価格ＢＳＩの水準

は高くなっている。 

 業種別にみると、今期・来期とも、「その他の非製造業」の販売価格ＢＳＩの水準は

他の３業種に比べて高くなっている。 

 

 10 ─ ₡ ⁸ ⁸ ₢ 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

ה ╡ 

ᵑ ─  

 今期の採算が前期と比べて「好転」と回答した割合は 7.7％、「不変」は 50.5％、「悪

化」は 41.8％となっている。来期の採算が今期と比べて「好転」と回答した割合は 5.6％、

「不変」は 48.6％、「悪化」は 45.8％となっている（図表２－11）。 

 この結果、今期の採算ＢＳＩ（「好転」－「悪化」）は▲34.1、来期の採算ＢＳＩは

▲40.2 となり、今期から来期にかけて悪化する見通しとなっている。 

 事業形態別にみると、今期の採算ＢＳＩは、「個人企業（個人経営）」「法人企業」と 
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もほぼ同水準となっているものの、今期から来期にかけての「個人企業（個人経営）」

の低下幅がやや大きいことから、来期の「個人企業（個人経営）」の採算ＢＳＩの水準

は「法人企業」を下回る見通しとなっている（図表２－12）。 

 従業員数別にみると、今期の採算ＢＳＩの水準は、従業員数が多いほど採算ＢＳＩ

は高くなっている。しかし、「６人以上」で、今期から来期にかけて大幅に低下する見

通しをなっており、横ばいで推移する見通しの「１人～５人」とほぼ同水準となる見

通しとなっている。 

 業種別にみると、今期の「製造業」の採算ＢＳＩは、他の３業種に比べて低くなっ

ているものの、来期にかけて大幅に上昇する見通しとなっている。 
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 今期の資金繰りが前期と比べて「好転」と回答した割合は 4.2％、「不変」は 57.1％、

「悪化」は 38.7％となっている。来期の採算が今期と比べて「好転」と回答した割合

は 3.1％、「不変」は 57.7％、「悪化」は 39.3％となっている（図表２－13）。 
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 この結果、今期の資金繰りＢＳＩ（「好転」－「悪化」）は▲34.5、来期の資金繰り

ＢＳＩは▲36.2 となり、今期から来期にかけて悪化する見通しとなっている。 

 事業形態別にみると、今期・来期とも、「個人企業（個人経営）」と「法人企業」の

資金繰りＢＳＩはほぼ同水準となっている（図表２－14）。 

 従業員数別にみると、今期・来期とも、従業員数が多いほど資金繰りＢＳＩの水準

は高くなっている。 

 業種別にみると、今期・来期とも、「その他の非製造業」の資金繰りＢＳＩの水準は

他の３業種に比べて高くなっている。 
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 今期の正社員数が前期と比べて「増加」と回答した割合は 5.4％、「不変」は 85.7％、

「減少」は 8.9 ％となっている。来期の正社員数が今期と比べて「増加」と回答した

割合は 6.0％、「不変」は 86.2％、「減少」は 7.8％となっている（図表２－15）。 

 この結果、今期の雇用ＢＳＩ（「増加」－「減少」）は▲3.6 となり、来期の雇用Ｂ 
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ＳＩは▲1.8 となり、今期から来期にかけて上昇する見通しとなっている。 

 事業形態別にみると、今期の「法人企業」の雇用ＢＳＩの水準は「個人企業（個人

経営）」を下回っているものの、来期は逆転する見通しとなっている（図表２－16）。 

 従業員数別にみると、今期・来期とも「０人」の雇用ＢＳＩは「１人～５人」と「６

人以上」の雇用ＢＳＩを下回っている。 

 業種別にみると、「製造業」の雇用ＢＳＩの水準は、今期から来期にかけて上昇する

見通しとなっているものの、その他の３業種に比べて低い水準のままとなっている。 
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 2016年に設備投資を「実施」と回答した企業の割合は 20.4％となり、15年の 28.7％

を 8.3 ポイント下回っている。また、17年に「実施」する計画のある企業の割合は 11.7 ％ 
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となり、16年に比べて 8.7 ポイント下回っている（図表２－17）。 

 

ᵒ ─  

 2016年の設備投資の目的をみると（複数回答）、「既存機械・設備の入れ替え」（35.3％）

の割合が最も高く、以下「生産能力増大の為の機械・設備導入」（23.5％）、「土地購入」

（11.8％）などとなっている（図表２－18）。 

 また、17 年の設備投資の目的をみると、「既存機械・設備の入れ替え」（13.7％）で

最も高くなっている。 
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─  

 経営上の問題点をみると（３つまでの複数回答）、「生産・受注・売上不振」（41.1％）

の割合が最も高く、以下「客数の減少」（38.9％）、「先行き見通し難」（28.3％）、「仕

入価格の上昇」（21.1％）などとなっている（図表２－19）。 

 事業形態別にみると、『個人企業（個人経営）』で「客数の減少」や「先行き見通し

難」「仕入価格の上昇」「資金繰り難」などの割合が『法人企業』に比べて高くなって

いる。一方、『法人企業』で「生産・受注・売上不振」や「同業他社との競争激化」「人

材の不足」「社員の高齢化」などの割合が『個人企業（個人経営）』に比べて高くなっ

ている（図表２－20）。 

 従業員数別にみると、『０人』で「生産・受注・売上不振」の割合が『１人～５人』

と『６人以上』に比べて高くなっている。また、『０人』と『１人～５人』で「客数の

減少」と「先行き見通し難」の割合が『６人以上』に比べて高くなっている。一方、

『６人以上』では「人材の不足」や「社員の高齢化」「人件費の増加」などの割合が『０

人』と『１人～５人』に比べて高くなっている。 

 業種別にみると、『卸売業・小売業』で「客数の減少」と「先行き見通し難」の割合

が他の３業種に比べて高くなっているほか、『建設業・建築業』で「人材の不足」と「社

員の高齢化」の割合が他の３業種に比べて高くなっている。また、『製造業』で「生産・

受注・売上不振」や「人件費の増加」の割合が他の３業種に比べて高くなっている。 
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ᵑ  

 直近の決算期における売上高を尋ねたところ、「１千万円未満」（27.9％）の割合が

最も高くなっているものの、「１千万円～３千万円未満」（26.3％）、「３千万円～１億

円未満」（24.0％）、「１億円以上」（21. 8％）がいずれも２割台となっている（図表３

－１）。 

 事業形態別にみると、『個人企業（個人経営）』で、売上高が小さい区分の割合が高

く、『法人企業』で、売上高が大きい区分の割合が高くなっている（図表３－２）。 

 従業員数別にみると、『０人』で「１千万円未満」の割合が『１人～５人』と『６人

以上』に比べて高くなっている一方で、『６人以上』で「１億円以上」の割合が『０人』

と『１人～５人』に比べて高くなっている。 

 業種別にみると、『その他の非製造業』で「１千万円未満」の割合が他の３業種に比

べて高くなっている。また、『建設業・建築業』と『卸売業・小売業』で「３千万円～

１億円未満」の割合が『製造業』と『その他の非製造業』に比べて高くなっている。

さらに、『製造業』で「１億円以上」の割合が他の３業種に比べて高くなっている。 
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ᵒ ─  

ч ≤ ═√ ─  

 ３年前と比べた現在の売上高を尋ねたところ、「減少」（62.1％）の割合が約６割を

占めている。一方、「増加」（17. 0％）と「変わらない」（20.9％）がそれぞれ約２割と

なっている（図表３－３）。 

 事業形態別にみると、『法人企業』で「増加」の割合が『個人企業（個人経営）』に

比べて高くなっている一方で、『個人企業（個人経営）』で「変わらない」の割合が『法 
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人企業』に比べて高くなっている（図表３－４）。 

 従業員数別にみると、『６人以上』で「増加」の割合が『０人』と『１人～５人』に比べ

て高くなっている一方で、『０人』で「減少」の割合が『１人～５人』と『６人以上』に比

べて高くなっている。 

 業種別にみると、『製造業』と『その他の非製造業』で「増加」の割合が『建設業・建築

業』と『卸売業・小売業』に比べて高くなっている一方で、『卸売業・小売業』で「減少」

の割合が他の３業種に比べて高くなっている。 
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ш ה  

 ３年前と比べた現在の販売・受注量をみると、「減少」（59.5％）が約６割を占めて

いる。一方、「増加」（19.0％）と「変わらない」（21.5％）が約２割となっている（図

表３－５）。 

 事業形態別にみると、『法人企業』で「増加」の割合が『個人企業（個人経営）』に

比べて高くなっている一方で、『個人企業（個人経営）』で「変わらない」の割合が『法 

人企業』に比べて高くなっている（図表３－６）。 

 従業員数別にみると、『６人以上』で「増加」の割合が『０人』と『１人～５人』に比べ
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て高くなっている一方で、『０人』で「減少」の割合が『１人～５人』と『６人以上』に比

べて高くなっている。また、『１人～５人』で「変わらない」の割合が『０人』と『６人以

上』に比べて高くなっている。 

 業種別にみると、『製造業』で「増加」の割合が他の３業種に比べて高くなっている一方

で、『卸売業・小売業』で「減少」の割合が他の３業種に比べて高くなっている。 
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ה (n=46)10.9 17.4 71.7

∕─ ─ (n=46)21.7 23.9 54.3

β ╩ ↄ

⁷ (n=163)
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щ ה  

 ３年前と比べた現在の販売・受注単価をみると、「変わらない」（46.9％）が４割台

半ばで最も高くなっている。また、「上昇」（14.4％）が１割台半ばとなったのに対し、

「下落」（38.8％）が約４割となっている（図表３－７）。 

 事業形態別にみると、『法人企業』で「上昇」の割合が『個人企業（個人経営）』に

比べて高くなっている一方で、『個人企業（個人経営）』で「変わらない」の割合が『法 
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14.4 46.9 38.8

₡ ₢(n=76)10.5 51.3 38.2

(n=82) 18.3 42.7 39.0

(n=36) 8.3 44.4 47.2

(n=82)14.6 50.0 35.4

(n=42) 19.0 42.9 38.1

(n=24) 12.5 45.8 41.7

ה (n=46)15.2 41.3 43.5

ה (n=45)11.1 44.4 44.4

∕─ ─ (n=45)17.8 55.6 26.7

β ╩ ↄ

⁷ (n=160)
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人企業』に比べて高くなっている（図表３－８）。 

 従業員数別にみると、『６人以上』で「上昇」の割合が『０人』と『１人～５人』に比べ

て高くなっている一方で、『０人』で「下落」の割合が『１人～５人』と『６人以上』に比

べて高くなっている。また、『１人～５人』で「変わらない」の割合が『０人』と『６人以

上』に比べて高くなっている。 

 業種別にみると、『その他の非製造業』で「変わらない」の割合がその他の３業種に比べ

て高くなっている。 

 

ᵓ ⌐ ↑√ ╡ ╖ 

 売上拡大に向けた取り組みを尋ねたところ（３つまでの複数回答）、「営業・販売体

制の見直し・強化」（46.8 ％）が最も高く、以下「顧客ニーズに対するきめ細やかな対

応」（41.8％）、「既存製品・サービスの高付加価値化」（37.3％）などとなっている（図

表３－９）。 

 事業形態別にみると、『法人企業』で「営業・販売体制の見直し・強化」と「顧客ニ

ーズに対するきめ細やかな対応」の割合が『個人企業（個人経営）』に比べて高くなっ

ている一方で、『個人企業（個人経営）』で「広告・宣伝費の増強」の割合が『法人企

業』に比べて高くなっている（図表３－10）。 
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 従業員数別にみると、『１人～５人』と『６人以上』で「営業・販売体制の見直し・

強化」の割合が『０人』に比べて高くなっているほか、『６人以上』で「主力事業の市

場拡大」の割合が『０人』と『１人～５人』に比べて高くなっている。また、『０人』

と『１人～５人』で「広告・宣伝費の増強」の割合が『６人以上』に比べて高くなっ

ている。 

 業種別にみると、『建設業・建築業』で「営業・販売体制の見直し・強化」の割合が

他の３業種に比べて高くなっている。また、『製造業』で「既存製品・サービスの高付

加価値化」や「新製品・新サービスの開発」「インターネット販売の強化」の割合が他

の３業種に比べて高くなっている。さらに、『その他の非製造業』で「広告・宣伝費の

増強」と「新分野への進出」の割合が他の３業種に比べて高くなっている。 
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 また、売上拡大に向けた取り組みを進めるにあたり、参考にしている情報源を自由

回答形式で尋ねたところ、「インターネット」「取引先からの情報」などが散見される

（図表３－11）。 
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₡ ₢(n=74)37.8 37.8 37.8 17.6 10.8 6.8 14.9 5.4 6.8 5.4 0.0 12.2
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⌐⇔≡™╢ ⁷

･イベントの強化
･お客様との会話の中で、参考になる事はプラスに

０人 飲食サービス業

Facebook １人～５人 飲食サービス業

ＦＢ（フェイスブックス） ０人 サービス業

インターネット ６人～１０人 建設業・建築業

インターネット １人～５人 サービス業

インターネット、イベントを通じたコミュニティ １人～５人 製造業

インターネット・展示会 ０人 その他

インターネットにより、先進地や先駆者の発信する情報をチェックしている １人～５人 その他

インターネット、業界誌等による １人～５人 卸売業・小売業

専門誌からの情報、インターネットからの情報（他店など） １１人～２０人 サービス業

コンサルを受けている １人～５人 飲食サービス業

ホームページ閲覧、現地視察 １人～５人 製造業

卸売市場の展示会など ０人 卸売業・小売業

業界新聞 ６人～１０人 建設業・建築業

市のホームページ ０人 建設業・建築業

取引先からの内示情報や業界情報のみ ２１人～３０人 製造業

出入業者からの情報 ６人～１０人 サービス業

商工会が主催するセミナー、商売に関する参考書等 ０人 製造業

組合活動等 ６人～１０人 建設業・建築業

大学・大学院専門機関 １１人～２０人 その他

同業者、各業者（営業）の方々の情報・見学 ２１人～３０人 製造業

販売グループの方々から売れ筋商品の情報交換している １人～５人 卸売業・小売業
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ᵔ ─  

 経営上の優位性を尋ねたところ（２つまでの複数回答）、「長年の信用」（52.6 ％）が

５割超を占め、圧倒的に高くなっている。以下「顧客対応の速さ」（28.1％）、「商品・

サービスの質」（23.4％）、「優良な顧客基盤」（22.8％）、「顧客ニーズに対するきめ細

やかな対応」（20.5％）などとなっている（図表３－12）。 

 事業形態別にみると、『個人企業（個人経営）』で「顧客ニーズに対するきめ細やか

な対応」の割合が『法人企業』に比べて高くなっている一方で、『法人企業』で「顧客

対応の速さ」や「優良な顧客基盤」「地域の市場特性に対応」の割合が『個人企業（個

人経営）』に比べて高くなっている（図表３－13）。 

 従業員数別にみると、『０人』で「顧客ニーズに対するきめ細やかな対応」の割合が

『１人～５人』と『６人以上』に比べて高くなっている。また、『１人～５人』で「長

年の信用」と「顧客対応の速さ」の割合が『０人』と『６人以上』に比べて高くなっ

ている。さらに、『６人以上』で「優良な顧客基盤」や「地域の市場特性に対応」の割

合が『０人』と『１人～５人』に比べて高くなっている。 

 業種別にみると、『建設業・建築業』と『卸売業・小売業』で「長年の信用」と「地

域の市場特性に対応」の割合が『製造業』と『その他の非製造業』に比べて高くなっ

ているほか、『建設業・建築業』で「顧客対応の速さ」と「優良な顧客基盤」の割合が 
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他の３業種に比べて高くなっている。また、『その他の非製造業』で「商品・サービス

の質」の割合が他の３業種に比べて高くなっている。 
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 直近の決算期の収益状況（経常利益）を尋ねたところ、「黒字」（33.3％）、「収支ト

ントン」（35.0％）、「赤字」（31.7％）のいずれもが３割台で同程度となっている（図 

表３－14）。 

 事業形態別にみると、『法人企業』で「黒字」の割合が『個人企業（個人経営）』に

比べて高くなっている一方で、『個人企業（個人経営）』で「収支トントン」の割合が

『法人企業』に比べて高くなっている（図表３－15）。 

 従業員数別にみると、『６人以上』で「黒字」の割合が『０人』と『１人～５人』に

比べて高くなっている一方で、『０人』で「赤字」の割合が『１人～５人』と『６人以

上』に比べて高くなっている。 

 業種別にみると、『建設業・建築業』と『卸売業・小売業』で「黒字」の割合が『製

造業』と『その他の非製造業』に比べて高くなっている。また、『製造業』と『卸売業・

小売業』で「赤字」の割合が『建設業・建築業』と『その他の非製造業』に比べて高
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52.6 28.1 23.4 22.8 20.5 10.5 8.8 4.7 3.5 5.8

₡ ₢(n=84)52.4 21.4 22.6 19.0 26.2 4.8 7.1 7.1 1.2 7.1

(n=84) 52.4 35.7 23.8 27.4 15.5 16.7 9.5 2.4 4.8 4.8

(n=40) 47.5 15.0 20.0 27.5 32.5 7.5 15.0 2.5 0.0 7.5

(n=84)59.5 35.7 26.2 15.5 16.7 7.1 6.0 8.3 1.2 4.8

(n=45) 42.2 26.7 22.2 33.3 17.8 20.0 8.9 0.0 11.1 6.7

(n=26) 46.2 30.8 26.9 15.4 23.1 3.8 19.2 7.7 3.8 3.8

ה (n=46)60.9 37.0 10.9 28.3 15.2 13.0 8.7 2.2 6.5 4.3

ה (n=43)58.1 30.2 23.3 20.9 20.9 16.3 2.3 2.3 0.0 7.0

∕─ ─ (n=55)43.6 18.2 32.7 23.6 23.6 7.3 9.1 7.3 3.6 7.3

β ╩ ↄ

⁷ (n=171)
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くなっている。さらに、『その他の非製造業』で「収支トントン」の割合が他の３業種

に比べて高くなっている。 
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ה (n=50)40.0 22.0 38.0

∕─ ─ (n=56)25.0 44.6 30.4

β ╩ ↄ

⁷ (n=180)
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─ ─ ⇔ 

 今後の収益状況（経常利益）の見通しを尋ねたところ、「収支トントン」（47.8％）

が約５割を占めている。また、「黒字」（21.1％）が約２割となっているのに対し、「赤

字」（31.1％）が約３割となっており、「黒字」よりも 10ポイント程度高くなっている。

なお、（２）で尋ねた直近の決算期の収益状況（経常利益）に比べ、「黒字」が 10ポイ

ント程度低下する見通しとなっている（図表３－16）。 

 事業形態別にみると、『法人企業』で「黒字」の割合が『個人企業（個人経営）』に

比べて高くなっている一方で、『個人企業（個人経営）』で「収支トントン」の割合が

『法人企業』に比べて高くなっている（図表３－17）。 

 従業員数別にみると、『６人以上』で「黒字」の割合が『０人』と『１人～５人』に

比べて高くなっている。また、『０人』と『１人～５人』で「収支トントン」の割合が

『６人以上』に比べて高くなっているほか、『０人』で「赤字」の割合が『１人～５人』

と『６人以上』に比べて高くなっている。 

 業種別にみると、『建設業・建築業』と『その他の非製造業』で「収支トントン」の

割合が『製造業』と『卸売業・小売業』に比べて高くなっている。また、『卸売業・小

売業』で「赤字」の割合が他の３業種に比べて高くなっている。 
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21.1 47.8 31.1

₡ ₢(n=91)17.6 51.6 30.8

(n=86) 24.4 44.2 31.4

(n=43) 7.0 51.2 41.9

(n=89)19.1 49.4 31.5

(n=46) 39.1 39.1 21.7

(n=26) 23.1 42.3 34.6

ה (n=46)21.7 50.0 28.3

ה (n=50)18.0 40.0 42.0

∕─ ─ (n=57)22.8 54.4 22.8

β ╩ ↄ

⁷ (n=180)
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─ ⇔ 

ᵑ ─  

 後継者の決定状況を尋ねたところ、「後継者は決まっている」（26.3％）が２割台半

ば、「後継者は決まっていないが候補者はいる」（15.6％）が１割台半ばとなっている。

一方、「後継者を決める必要はあるが候補者はいない」（10.1％）が約１割となってい

るほか、「自分の代で廃業する予定」（38.0％）が約４割となっている（図表３－18）。 

 事業形態別にみると、『法人企業』で「後継者は決まっている」の割合が『個人企業

（個人経営）』に比べて高くなっている一方で、「後継者を決める必要はあるが候補者

はいない」の割合も高くなっている。反対に、『個人企業（個人経営）』で「自分の代

で廃業する予定」の割合が『法人企業』に比べて高くなっている（図表３－19）。 

 従業員数別にみると、『１人～５人』と『６人以上』で「後継者は決まっている」と

「後継者は決まっていないが候補者はいる」の割合が『０人』に比べて高くなってい

る。反対に、『０人』で「自分の代で廃業する予定」の割合が『１人～５人』と『６人

以上』に比べて高くなっている。 

 業種別にみると、『卸売業・小売業』で「後継者は決まっている」と「自分の代で廃

業する予定」の割合が他の３業種に比べて高くなっている。また、『建設業・建築業』

で「後継者は決まっていないが候補者はいる」の割合が他の３業種に比べて高くなっ

ている。 
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ᵒ ─  

 回答企業が属する業界について今後３～５年先の市場規模の見通しを尋ねたところ、

「縮小する」（37.9％）が約４割となっており、「拡大する」（11.0％）を大きく上回っ

ている。また、「横ばい」（28.0％）が約３割となっているほか、「わからない」（23.1％）

が２割強となっている（図表３－20）。 

 事業形態別にみると、『法人企業』で「拡大する」の割合が『個人企業（個人経営）』

に比べて高くなっている一方で、『個人企業（個人経営）』で「わからない」の割合が 
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『法人企業』に比べて高くなっている（図表３－21）。 

 従業員数別にみると、『６人以上』で「拡大する」の割合が『０人』と『１人～５人』

に比べて高くなっている。また、『０人』で「わからない」の割合が『１人～５人』と

『６人以上』に比べて高くなっている。 

 業種別にみると、『製造業』と『その他の非製造業』で「拡大する」の割合が「建設

業・建築業」と『卸売業・小売業』に比べて高くなっている。また、『卸売業・小売業』

で「縮小する」の割合が他の３業種に比べて高くなっている。 
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ᵓ ─  

 今後３～５年先の事業方針を尋ねたところ、「現状維持」（51.4％）が約５割となっ

ている。一方、「事業の拡大」（15.5％）、「事業の縮小」（13.3％）ともほぼ同程度とな

っている。また、「わからない」（17.7％）が２割弱となっている（図表３－22）。 

 事業形態別にみると、『法人企業』で「事業の拡大」と「現状維持」の割合が『個人 

企業（個人経営）』に比べて高くなっている一方で、『個人企業（個人経営）』で「事業

の縮小」の割合が『法人企業』に比べて高くなっている（図表３－23）。 

 従業員数別にみると、『６人以上』で「事業の拡大」の割合が『０人』と『１人～５

人』に比べて高くなっている。また、『０人』で「事業の縮小」の割合が『１人～５人』
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₡ ₢(n=91)6.6 28.6 37.4 27.5

(n=87) 14.9 28.7 37.9 18.4

(n=44) 11.4 13.6 31.8 43.2

(n=89)4.5 33.7 38.2 23.6

(n=47) 23.4 31.9 40.4 4.3

(n=26) 15.4 23.1 42.3 19.2

ה (n=47)4.3 36.2 31.9 27.7

ה (n=49)2.0 22.4 49.0 26.5

∕─ ─ (n=59)22.0 28.8 30.5 18.6

β ╩ ↄ

⁷ (n=182)
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と『６人以上』に比べて高くなっている。 

 業種別にみると、『製造業』と『その他の非製造業』で「事業の拡大」の割合が「建

設業・建築業」と『卸売業・小売業』に比べて高くなっている。反対に、『建設業・建

築業』と『卸売業・小売業』で「現状維持」の割合が『製造業』と『その他の非製造

業』に比べて高くなっている。 
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(n=86) 19.8 57.0 3.5 17.4 2.3

(n=44) 9.1 43.2 25.0 20.5 2.3

(n=89)11.2 57.3 12.4 16.9 2.2

(n=46) 30.4 50.0 4.3 13.0 2.2

(n=25) 24.0 44.0 16.0 16.0 0.0

ה (n=47)10.6 59.6 10.6 19.1 0.0

ה (n=49)8.2 57.1 12.2 22.4 0.0

∕─ ─ (n=59)22.0 44.1 15.3 11.9 6.8

β ╩ ↄ

⁷ (n=181)



-  34 -  

 

◘ⱳכ♬─♩כ☼⌐≈™≡ 

ᵑ ↑≡╖√™ ─  

 受けてみたい経営支援の内容を尋ねたところ（複数回答）、「顧客への提案力強化」

（31.0％）が最も高く、以下「補助金の獲得」（25.4％）、「コスト削減・業務効率化」

（24.6％）、「現場の改善」（22.5％）などとなっている（図表３－24）。 

 事業形態別にみると、『法人企業』で「補助金の獲得」や「コスト削減・業務効率化」

「同業他社との連携」「商品・サービスの高付加価値化（ブランド化）」「新商品・新サ

ービスの開発」「他産業との連携」などの割合が『個人企業（個人経営）』に比べて高

くなっている（図表３－25）。 

 従業員数別にみると、『６人以上』で「補助金の獲得」や「コスト削減・業務効率化」

「現場の改善」などの割合が『０人』と『１人～５人』に比べて高くなっている。ま

た、『０人』で「顧客への提案力強化」と「広報・宣伝」の割合が『１人～５人』と『６

人以上』に比べて高くなっている。 

 業種別にみると、『製造業』で「新商品・新サービスの開発」や「他産業との連携」

「国内の販路開拓」などの割合が他の３業種に比べて高くなっている。 
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 25 ↑≡╖√™ ─  
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ᵒ ≠ↄ╡┼─  

 経営計画づくりへの関心について尋ねたところ、「関心がある」（34.9％）が３割半

ばとなっているのに対し、「関心がない」（56.0％）が５割台半ばで、「関心がある」を

上回っている（図表３－26）。 

 事業形態別にみると、『法人企業』で「関心がある」の割合が『個人企業（個人経営）』

に比べて高くなっている一方で、『個人企業（個人経営）』で「関心がない」の割合が

『法人企業』に比べて高くなっている（図表３－27）。 

 従業員数別にみると、『６人以上』で「関心がある」の割合が『０人』と『１人～５

人』に比べて高くなっている一方で、『０人』で「関心がない」の割合が『１人～５人』

と『６人以上』に比べて高くなっている。 

 業種別にみると、『製造業』で「関心がある」の割合が他の３業種に比べて高くなっ

ている一方で、『その他の非製造業』で「関心がない」の割合が他の３業種に比べて高

くなっている。 
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ה ─№╢ ─  

 興味・関心のある農商工連携等の内容を自由回答形式で尋ねたところ、「地場産野菜

を活用した商品開発」「南魚沼市産の杉・越後杉の活用」「農業との連携」などが散見

される（図表３－28）。 
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ה ─№╢ ─ ⁷

地産地消が希望ですが、販路は拡大していかなければ地域だけで
は無理です

２１人～３０人 製造業 後継者は決まっている

・地域野菜と連携した商品開発
・インバウンド関連食品（商品）等

６人～１０人 卸売業・小売業 後継者は決まっている

出来るだけ市内・県内で生産される材料を使い、繋がりを大切に
ここから出来る限り広い範囲に発信していけたらと思う。そうし
て自分だけが良くなるのでは無く、関係する人達、会社等が全体
的に盛り上っていく様な事が出来たら良いと思う。今は自分の事
で精一杯だが、そういう事を視野に入れて活動していきたいと思
う。

０人 製造業
事業承継したばかりで

考える必要がない

地域と関係する業種ではないので、取り組みを要していない。 ２１人～３０人 製造業
事業承継したばかりで

考える必要がない

南魚沼市産の杉を使う家づくり ０人 建設業・建築業
自分の代で廃業する予

定

地場産品の活用、加工、製品化。生産者との連携 ６人～１０人 卸売業・小売業 後継者は決まっている

地場産野菜を使用した製品作り ２１人～３０人 製造業 -

農業分野に進出したい。特に果樹栽培の展開を考えている １人～５人 その他
事業承継したばかりで

考える必要がない

今後、周辺地域に比べ、差別化を図れる特産物を多く有する当地
域の更なるブランド化への関わり。差別化、価格競争力を強化
し、海外市場を目指した農業への関わり

３１人～５０人 建設業・建築業
事業承継したばかりで

考える必要がない

越後杉ブランド材の使用 １人～５人 建設業・建築業
事業承継したばかりで

考える必要がない

閑散期に人材や設備（重機、車輌等）を有効活用できるような取
り組み。農業との連携

６人～１０人 製造業
事業承継したばかりで

考える必要がない

興味はあるが、お金と時間がない ０人 サービス業
後継者を決める必要は
あるが候補者がいない
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─ ⌐ ה ╩ ⅎ≡™╢  

 自社の業況に好影響・悪影響を与えている要因を自由回答形式で尋ねたところ、図

表３－29、図表３－30のとおりとなっている。 
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─ ⌐ ╩ ⅎ≡™╢ ⁷

住宅建設・アパート入居による消費 ６人～１０人 卸売業・小売業
後継者を決める必要はある

が候補者がいない

会社内の女性のやる気がみなぎっていること。良い女性リーダー
がいる。全員が思いを共有している

２１人～３０人 製造業 後継者は決まっている

2014年排ガス規制開始に伴う建設機械の入替え ０人 卸売業・小売業 後継者は決まっている

オリンピックによる建設業の拡大 ６人～１０人 建設業・建築業
後継者は決まっていないが

候補者はいる

円高、輸入品の価格 ６人～１０人 卸売業・小売業 後継者は決まっている

営業にあたり、必要な商品を近くで仕入れられるという事はとて
もいい事です

０人 飲食サービス業
後継者を決める必要はある

が候補者がいない

他社の製品のクオリティの高さ技術の高さ。それに追い付き負け
まいと奮起している

０人 製造業
事業承継したばかりで考え

る必要がない

大規模な病院の開業により、人の動きが出て来ている。ＣＣＲＣ
などの取り組みにより、こちらも明るい展望が見えるが、もっと
若者が増えて行く環境を作れないだろうか？

１１人～２０人 サービス業 後継者は決まっている

積極的に物件を進めて早め早めの対処をしている ６人～１０人 建設業・建築業
後継者は決まっていないが

候補者はいる

日本車の信頼性の高さ ２１人～３０人 製造業
事業承継したばかりで考え

る必要がない

地元の杉を使う事 ０人 建設業・建築業 自分の代で廃業する予定

イベント団体（ナナシのマルシェ、南魚沼スイーツフェスタ）へ
の参加。基幹ＨＰ関連のオーダー

１人～５人 製造業
事業承継したばかりで考え

る必要がない

基幹病院開院による人員増に、多少だが飲食店等への動きが変わ
り、客が増えた。

１人～５人 サービス業
後継者を決める必要はある

が候補者がいない

市・県による補助金の取り組み １人～５人 建設業・建築業 後継者は決まっている

他社の後継者難・他社の縮小 １人～５人 卸売業・小売業
事業承継したばかりで考え

る必要がない

基幹病院等で人口が（若い方）が少し増えてきた事 ０人 卸売業・小売業 自分の代で廃業する予定

地域の産物など地域色の物が求められてきた ６人～１０人 卸売業・小売業 後継者は決まっている

円安、株価の復元による輸出の拡大 １人～５人 製造業
後継者は決まっていないが

候補者はいる

基幹病院が出来て、人の動きが多くなって良い １人～５人 製造業 後継者は決まっている

「魚沼基幹病院」開設に伴う様々なビジネスチャンスの拡大。
「メディカルタウン構想」「プラチナタウン構想」「ＣＣＲＣ」
による移住者増加に対する期待（将来的に）

３１人～５０人 建設業・建築業
事業承継したばかりで考え

る必要がない
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自社の業況に好影響を与えている要因 事業形態 従業員数 業　種

低金利、ゼロ金利 １人～５人 建設業・建築業
事業承継したばかりで考え

る必要がない

人口増 ０人 飲食サービス業 自分の代で廃業する予定

同業社の減少 １人～５人 卸売業・小売業 後継者は決まっている

低金利融資。ＣＣＲＣ・ＩＴパーク。円安・株高。公共工事費の
増加。自然災害。同業他社の減少

６人～１０人 建設業・建築業 後継者は決まっている

大型公共事業（新規道路建設）、市の開発に伴う公共民間建設投
資

６人～１０人 製造業
事業承継したばかりで考え

る必要がない

基幹病院とその周辺の発展 １人～５人 サービス業
後継者は決まっていないが

候補者はいる

食の安全、食育の普及 ０人 その他
事業承継したばかりで考え

る必要がない

後継者が働くようになってからは、新しい顧客も増えて喜ばしい １人～５人 建設業・建築業 後継者は決まっている

雪国Ａ級グルメ　魚沼基幹病院の開業 １人～５人 飲食サービス業 自分の代で廃業する予定

事業人数の減少 ０人 建設業・建築業
後継者を決める必要はある

が候補者がいない

Facebookの普及 １人～５人 飲食サービス業
後継者は決まっていないが

候補者はいる

新技術商品が増加 ０人 サービス業
後継者を決める必要はある

が候補者がいない

今年工場を移転し、新装したため取引先による担当課の工場視察
が急激に増し、居ながらにしてビジネスチャンスが広がった事

６人～１０人 製造業 後継者は決まっている
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─ ⌐ ╩ ⅎ≡™╢ ⁷

人口減 ０人 飲食サービス業 後継者は決まっている

販売価格低下、看板表示による価格差 ６人～１０人 卸売業・小売業
後継者を決める必要はある

が候補者がいない

男性が元気（前向き）がない。リーダーシップの重要性を感じて
います

２１人～３０人 製造業 後継者は決まっている

昨冬の小雪による建設業界の不況。災害復旧工事の終了に伴う建
設工事の減少

０人 卸売業・小売業 後継者は決まっている

ゴールデンウィークが終わるまで雪があるので、仕事が出てこな
いので、困ります。雪のせいで毎年群馬へ日帰りで仕事に行って
います（高速代・ガソリン代が多くかかる）

１人～５人 建設業・建築業
後継者は決まっていないが

候補者はいる

大手企業の進出 １人～５人 建設業・建築業 自分の代で廃業する予定

人材不足 ６人～１０人 建設業・建築業
後継者は決まっていないが

候補者はいる

少子高齢化 ６人～１０人 卸売業・小売業 後継者は決まっている

会合が一次会で終了し、二次会・三次会と動く事は昔と比べて少
なくなったように思える

０人 飲食サービス業
後継者を決める必要はある

が候補者がいない

・各地での災害（復興事業費の拡大）
・公共工事の発注減（インフラ維持費・改修費増）
・会社間の格差拡大

６人～１０人 建設業・建築業
後継者は決まっていないが

候補者はいる

他地域から業者が入って来ている。価格が安い（世代により地元
意識がなくなったからではないか）

１人～５人 建設業・建築業
後継者は決まっていないが

候補者はいる

地震（熊本・東北） ６人～１０人 製造業
事業承継したばかりで考え

る必要がない

若者の出会いの場が少ない。それにより結婚するカップルの減
少、結婚はしても結婚式を挙げない夫婦が多くなっている

１１人～２０人 サービス業 後継者は決まっている

・ＬＥＤ化が進むこと
・燃費不正問題による信頼低下

２１人～３０人 製造業
事業承継したばかりで考え

る必要がない

取引先の廃業などで売上が減少気味。販路減少 ０人 卸売業・小売業 自分の代で廃業する予定

量販店などの取扱の拡大。物販から取付工事・住宅まで広がって
きた

１人～５人 卸売業・小売業
後継者を決める必要はある

が候補者がいない

大和地区の飲食店に若い人達が好むような、今風の飲食店対応が
されていない。その為、六日町・小出に流れている

１人～５人 サービス業
後継者を決める必要はある

が候補者がいない

相見積り等による価格低下。ハウスメーカー進出による受注価格
の減少（器具、材料支給になった場合）

１人～５人 建設業・建築業 後継者は決まっている

大手の新規参入 １人～５人 卸売業・小売業
事業承継したばかりで考え

る必要がない

低収入のため、消費に余裕が無い事 ０人 卸売業・小売業 自分の代で廃業する予定

原料の値上がり。他業者のクレーム関連の情報が自社の製造販売
に影響を及ぼす事がある

２１人～３０人 製造業 -

中国との政治不安 １人～５人 製造業
後継者は決まっていないが

候補者はいる

無許可業者の営業、仕入先（メーカー）による条件、レベルの引
き上げ

１人～５人 卸売業・小売業 後継者は決まっている
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─ ⌐ ╩ ⅎ≡™╢ ⁷

公共事業の減少・激減。 １人～５人 その他
事業承継したばかりで考え

る必要がない

時代の流れ。どうしようもない不況。モータリゼーション。流通
革命

１人～５人 卸売業・小売業 自分の代で廃業する予定

天候に左右される業種なので、近年の不安定な陽気は大きく影響
する

１人～５人 製造業 後継者は決まっている

人口減少、高齢化社会、事業者数の減少によるトータルでの消費
需要の低迷（現況）

３１人～５０人 建設業・建築業
事業承継したばかりで考え

る必要がない

若者の収入減 １人～５人 建設業・建築業
事業承継したばかりで考え

る必要がない

大型店の出店 １人～５人 卸売業・小売業 後継者は決まっている

・仕入価格が不安定で、かつ市場燃料価格競争激化で販売量、利
益共にマイナス
・住宅のオール電化化やハイブリッドの普及、核家族化、世帯人
数減少に伴う使用量の減少

６人～１０人 卸売業・小売業 後継者は決まっている

・材料の高騰、消費税増税、公共工事減少、高齢化、若年層の建
設ばなれ
・東京オリンピック、少子化、自然災害

６人～１０人 建設業・建築業 後継者は決まっている

公共事業の減少、インフラ整備に対する国の方針。 ６人～１０人 製造業
事業承継したばかりで考え

る必要がない

・競合店の進出
・年間通しての天候不順
・顧客の高齢化

６人～１０人 卸売業・小売業 後継者は決まっている

人口減少と同業店の増加 １人～５人 サービス業
後継者は決まっていないが

候補者はいる

近年の住宅内部の変化（住宅関連の仕事の為） １人～５人 製造業
後継者は決まっていないが

候補者はいる

年々パイが小さくなり大変 ０人 サービス業 自分の代で廃業する予定

単価が上がらない ０人 建設業・建築業
後継者を決める必要はある

が候補者がいない

グルメマラソン、グルメランド、某ホテルのランチブュッフェ・
ビアガーデン、グルテンフリーダイエット

１人～５人 飲食サービス業
後継者は決まっていないが

候補者はいる

好きな商品が仕入出来ない １人～５人 卸売業・小売業 自分の代で廃業する予定

低価格（料金の差） - サービス業
後継者は決まっていないが

候補者はいる

公共工事の減少 ２１人～３０人 建設業・建築業
後継者は決まっていないが

候補者はいる

右肩上がりの景気でない ０人 サービス業
後継者を決める必要はある

が候補者がいない

ネット販売で商品、または金額を調べてくる客 １人～５人 卸売業・小売業 後継者は決まっている

昔は住宅着工が経済成長のバロメーターと言われていた。それは
地元の人が作り、調度などは地元の店で買う流れであったが、現
在は中央の大手の住宅が売れ、調度品も大型店と言われる中央か
らの店で買われるようになり、地元地域での購入する物がなく
なった。住宅着工が好影響とは言えなくなった

１人～５人 卸売業・小売業 自分の代で廃業する予定

多店舗経営の店と単独店舗の店では、仕入価格で太刀打ち出来る
ものでは無い。インターネットで全国を網羅し、品物だけを販売
している店とも戦えない。地域で年間100個売れるものは、大型
店・インターネット販売で売る・買う。地域で年間１個２個売れ
る物は専門店で売る・買う。サービス（技術料）で利益を取れる
か、賃金の低い地域はサービス料金（技術料）も低い。単独店舗
の物販店は無くなります

１人～５人 卸売業・小売業 自分の代で廃業する予定

各地で災害が発生し、農産物の被害により入手困難な原料又は高
騰による原価の押上げが、直に商品価格に及んだ事

６人～１０人 製造業 後継者は決まっている
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й ▪fi◔כ♩ ─╕≤╘ 

 

 今回実施した「景況調査結果」および「事業所実態調査結果」の主な項目に関する

ポイントを以下のようにまとめた。 

 

【回答企業の属性】 

■回答企業の事業形態は、「個人企業（個人経営）」（50.3％）、「法人企業」（47.6％）

とも約５割で同程度となっている。 

■従業員数は、「１人～５人」（48.6％）の割合が最も高く、以下「０人」（24.3％）、

「６人～10 人」（14.1％）、「11 人以上」（11.9％）となっている。「０人」と「１人

～５人」を合わせた「５人以下」が約７割を占めている。 

■業種は、「卸売業・小売業」（27.0％）の割合が最も高く、以下「建設業・建築業」

（25.9％）、「製造業」（14.1％）、「サービス業」（11.9％）、「飲食サービス業」（10.3％）

などとなっている 

 

【景況調査】 

■業況判断の推移をみると、2016年７～12 月期は 16 年１～６月から、わずかに改善

した。続く 17年１～６月の見通しについては、慎重な見通しが示されている。 

■設備投資の推移をみると、16 年に「実施」と回答した企業の割合は 20.4％となり、

15年の 28.7％を下回っている。また、17年に「実施」と回答した企業の割合は 11.7 ％

と、16 年に比べて 8.7 ポイント低下しており、全体としては、設備投資に対して消

極的な姿勢がうかがえる。 

■経営上の問題点をみると、「生産・受注・売上不振」（41.1％）の割合が最も高く、

以下「客数の減少」（38.9％）、「先行き見通し難」（28.3％）、「仕入価格の上昇」（21.1％）

などとなっている。 

 

【事業所実態調査】 

■３年前と比べた現在の売上高をみると、「増加」の割合が約２割弱であるのに対して、

「減少」が約６割となっている。 

■収益状況（経常利益）をみると、「黒字」（33.3％）、「収支トントン」（35.0％）、「赤

字」（31.7％）のいずれもが３割台で同程度となっている。 

■今後の収益状況（経常利益）の見通しを尋ねたところ、「収支トントン」（47.8％）

が約５割を占めている。また、「黒字」（21.1％）が約２割となっているのに対し、

「赤字」（31.1％）が約３割となっており、「黒字」よりも 10ポイント程度高くなっ

ている 

■後継者の決定状況をみると、「後継者は決まっている」（26.3％）が２割台半ば、「後
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継者は決まっていないが候補者はいる」（15.6％）が１割台半ばとなっている。一方、

「後継者を決める必要はあるが候補者はいない」（10.1％）が約１割となっているほ

か、「自分の代で廃業する予定」（38.0％）が約４割となっている。 

■業界の中期展望をみると、「縮小する」（37.9％）が約４割となっており、「拡大する」

（11.0％）を大きく上回っており、今後の市場規模の見通しについて厳しい見方を

示している。 

■今後の自社の事業方針をみると、「現状維持」（51.4％）が約５割となっている。一

方、「事業の拡大」（15.5％）、「事業の縮小」（13.3％）ともほぼ同程度となっている

ほか、「わからない」（17.7％）が２割弱となっている 
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─ ⌐≈™≡⅔ ⌡⇔╕∆⁹ 

（事業形態） 該当の番号に○をお付け下さい。 

 １．個人企業（個人経営） ２．法人企業 

（従業員数）正社員のみ（青色専従者含む）（代表者・役員、パート・アルバイト、派遣・契約社員等は除く） 

該当の番号に○をお付け下さい。 

 １．0 人 ２．1 人～5 人 ３．6 人～10人 ４．11人～20人 ５．21人～30人 ６．31～50人 ７．51 人以上 

（業種）該当業種の番号１つに○をお付け下さい。複数の業種区分に該当する場合は、売り上げに占める割合が 

最も高い業種をご回答下さい。 

1.  建設業・建築業 2.  製造業 3.  情報通信業 4.  運輸業 

5.  卸売業・小売業 6.  金融業・保険業 7.  不動産業、物品賃貸業 8.  飲食サービス業 

9.  医療、福祉 10.  サービス業 11.  その他（                     ） 

Ợ ⌐↔ ╩⅔ ™⇔╕∆ ⌐⅔™≡ ∆╢ ⌐ủ╩ ↑≡ ↕™  

─  β ≤╙ ≤ ⇔≡⅔ ⅎ ↕™⁹ 

   良い 普通 悪い 

  2016年１～６月 実績 １ ２ ３ 

  2016年７～12月 実績見通し １ ２ ３ 

  2017年１～６月 見通し １ ２ ３ 
 

ה ⅔╟┘  β ≤╙ ≤ ⇔≡⅔ ⅎ ↕™⁹ 

 
生産・売上 受注状況（製造業、建設業・建築業のみ） 

増加 不変 減少 増加 不変 減少 

2016 年 ７～12月 実績見通し １ ２ ３ １ ２ ３ 

2017年 １～６月 見通し １ ２ ３ １ ２ ３ 
 
 

 β ≤╙ ≤ ⇔≡⅔ ⅎ ↕™⁹ 
 

 仕入価格 販売価格 

 上昇 不変 低下 上昇 不変 低下 

2016年 ７～12月 実績見通し １ ２ ３ １ ２ ３ 

2017年 １～６月 見通し １ ２ ３ １ ２ ３ 

［ご回答にあたり］ 

・設問に対するご回答は、該当する番号に○を付けて下さい。設問によっては、１つだけ選ぶものと複

数選ぶものがあります。また、「その他」を選ばれた場合には、（   ）内に具体的な内容をご記入

下さい。 

・アンケートの結果は数値で統計的に処理いたします。会社名（事業所名）や個人名などが公表される

ことはございませんので、率直なご回答をお願いいたします。 

・ご記入いただいた本調査票は、同封の返信用封筒（切手は不要です）に入れて、10月 14日（金）まで

にご返送下さいますようお願いいたします。 
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ה ╡ β ≤╙ ≤ ⇔≡⅔ ⅎ ↕™⁹ 
 

 

 

 

 

採算 資金繰り 

 好転 不変 悪化 好転 不変 悪化 

2016年 ７～12月 実績見通し １ ２ ３ 1 ２ ３ 

2017年 １～６月 見通し １ ２ ３ 1 ２ ３ 

 
─  β ≤╙ ≤ ⇔≡⅔ ⅎ ↕™⁹ 

 

 増 加 不 変 減 少 

2016年 ７～12月 実績見通し １ ２ ３ 

2017年 １～６月 見通し １ ２ ３ 

 
 

 
 ╙ ╖╕∆⁹ 

 

 実施 実施せず 

2015 年（2015/ １～2015/ 12）実績 １ ２ 

2016 年（2016/ １～2016/12）実績見通し １ ２ 

2017 年（2017/ １～2017/ 12）計画 １ ２ 

 
─  β ─ ─™∏╣⅛≢₈ ₉⌐ủ╩ ↑√ ─╖↔ ↕™⁹ 

  
 

新
設
、
増
改
築 

店
舗
・
工
場
等
の 

機
械
・
設
備
導
入 

生
産
能
力
増
大
の
為
の 

省
力
化
・
合
理
化 

入
れ
替
え 

既
存
機
械
・
設
備
の 

・
新
製
品
開
発 

技
術
革
新
・
研
究
開
発 

情
報
化
（
Ｉ
Ｔ
）
投
資 

新
分
野
進
出 

経
営
多
角
化
・ 

環
境
問
題
へ
の
対
応 

省
エ
ネ
ル
ギ
ー
、 

土
地
購
入 

 

 
 

2015 年 実績 １ ２ ３ ４ ５ ６ ７ ８ ９ 10 

2016 年 実績見通し １ ２ ３ ４ ５ ６ ７ ８ ９ 10 

2017 年 計画 １ ２ ３ ４ ５ ６ ７ ８ ９ 10 

 

─  β ─ ⌐≈™≡⁸ ∆╢ ≈╕≢ ┘ ⌐ủ╩ ↑≡ ↕™⁹ 
 

１ 生産・受注・売上げ不振 ２ 仕入価格の上昇 ３ 客数の減少 

４ 客単価の低下 ５ 同業他社との競争激化 ６ 大型店との競争激化 

７ 人件費の増加 ８ 人材の不足 ９ 社員の高齢化 

10 後継者難 11 先行き見通し難 12 資金繰り難 

13 借入金返済の負担が過大 14 設備・建物の老朽化 15 取引先の経営不振・先細り 

16 ＩＴ化への遅れ 17 その他（                         ） 

β 1 ─∕╣∙╣─

⌐ ↕∑≡⁸ ∆

╢∆═≡─ ⌐ủ╩

↑≡ ↕™⁹ 
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╡ →⌐≈™≡ 

 β ─ ─ ⌐≈™≡ ∆╢ ≈⌐ủ╩ ↑≡ ↕™⁹ 
 

１ １千万円未満 ２ １千万円～３千万円未満 ３ ３千万円～５千万円未満 

４ ５千万円～１億円未満 ５ １億円～５億円未満 ６ ５億円以上 

 

╡ →─  β ≤ ═≡ ─ ╡ → ─ ⌐ ∆╢ ≈⌐ủ╩ ↑≡ ↕™⁹ 
 

①売上高 １ 増加 ２ 変わらない ３ 減少 

②販売・受注量 １ 増加 ２ 変わらない ３ 減少 

③販売・受注単価 １ 上昇 ２ 変わらない ３ 下落 

 
⌐ ↑√ ╡ ╖ 

 β ⌐ ↑≡⁸ ⇔≡™⅝√™ ╡ ╖⌐≈™≡ ∆╢ ╩ ≈╕≢ ┘ủ╩ ↑≡ ↕™⁹  

１ 既存製品・サービスの高付加価値化 ２ 新製品・新サービスの開発 

３ 
顧客ニーズに対するきめ細やかな対応（ロット、納期、

品揃え、アフターサービス等） 
４ 価格競争力の強化（価格の引き下げ） 

５ 営業・販売体制の見直し・強化 ６ 広告・宣伝費の増強 

７ 見本市・展示会への出展 ８ インターネット販売の強化 

９ 主力事業の市場拡大 10 新分野への進出 

11 ブランド力の強化 12 その他（                    ） 

 
 β ⌐ ↑√ ╡ ╖╩ ╘╢⌐№√╡⁸ ⌐⇔≡™╢ ⌐│≥─╟℮⌂╙─⅜№╡╕∆⅛

⌐↔ ↕™⁹ 

 

 

 

 
─  β ─ ⌐ ═√ ─ ⌐≈™≡ ∆╢ ╩ ≈╕≢ ┘ủ╩ ↑≡

↕™⁹ 

１ 優良な顧客基盤 ２ 企画力・提案力 

３ 価格競争力 ４ 顧客対応の速さ 

５ 
顧客ニーズに対するきめ細やかな対応（ロット、納期、

品揃え、アフターサービス等） 
６ 商品・サービスの質 

７ 先進的な技術の導入 ８ 地域の市場特性に対応 

９ 長年の信用 10 その他（                    ） 
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 β ─ ─ ⌐≈™≡ ∆╢ ≈⌐ủ╩ ↑≡ ↕™⁹ 
 

１ 黒字 ２ 収支トントン ３ 赤字 

 

─ ─ ⇔ β ─ ⇔⌐≈™≡ ∆╢ ≈⌐ủ╩ ↑≡ ↕™⁹ 
 

１ 黒字 ２ 収支トントン ３ 赤字 

 

─ ⇔ 

─  β ─ ⌐≈™≡ ∆╢ ≈⌐ủ╩ ↑≡ ↕™⁹ 

１ 後継者は決まっている 

２ 後継者は決まっていないが候補者はいる 

３ 後継者を決める必要はあるが候補者がいない 

４ 事業承継したばかりで考える必要がない 

５ 自分の代で廃業する予定 

 

─  β ─ ─ ─ ⇔⌐≈™≡ ∆╢ ≈⌐ủ╩ ↑≡

↕™⁹ 

１ 拡大する ２ 横ばい ３ 縮小する ４ わからない 

 

─  β ─ ─ ⌐≈™≡ ∆╢ ≈⌐

ủ╩ ↑≡ ↕™⁹ 
 

１ 事業の拡大 ２ 現状維持 ３ 事業の縮小 

４ わからない ５ その他（                     ） 

 
 

◘ⱳכ♬─♩כ☼⌐≈™≡ 

◘ⱳכ♬─♩כ☼ β ↑≡╖√™ ─ ⌐≈™≡ ∆╢ ∆═≡⌐ủ╩ ↑≡ ↕™⁹ 

1 広報・宣伝 2 顧客への提案力強化 3 補助金の獲得 4 国内の販路開拓 

5 資金繰り 6 
商品・サービスの高付加価

値化（ブランド化） 
7 コスト削減・業務効率化 8 

新商品・新サービスの開

発 

9 現場の改善 10 事業承継 11 同業他社との連携 12 他産業との連携 

13 ビジネスモデルの構築 14 ＩＣＴの活用 15 海外の販路開拓 16 各種専門家の派遣 

17 第二創業 18 ６次産業化 19 その他（                    ） 
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≠ↄ╡┼─  β ≢│ ─ ≤ ⌂ ╩ ╢√╘─₈ ₉≠ↄ╡╩

⇔≡™╕∆⁹↓─╟℮⌂ ╩≈ↄ╢↓≤⌐ ⅜№╡╕∆⅛⁹ ∆

╢ ≈⌐ủ╩ ↑≡ ↕™⁹ 

１ 関心がある ２ 関心がない ３ 既に経営計画があり活用している 

４ その他（                            ） 

 

 

Ẽ ╛ ╩ ⇔√ⱦ☺Ⱡ☻⌐ ה │№╡╕∆⅛ ⌐ ╡ ╪≢™╢↓≤⅜№╣┌⁸

∕─ ⌐≈™≡⁸≢⅝╢∞↑ ⌐↔ ↕™⁹╕√⁸ ╡ ╪≢╖√™↓≤⅜№╣┌⁸∕─

⌐≈™≡⁸≢⅝╢∞↑ ⌐↔ ↕™⁹ 

 

 

 

 

 
 

■ ╛ ─ ─ ╛ ─ ≢ ─ ⌐ ╩ ⅎ≡™╢╙─⁸ ╩

ⅎ≡™╢╙─⌐≈™≡⁸≢⅝╢∞↑ ⌐↔ ↕™⁹ 
 

【好影響を与えているもの】  

  

  

【悪影響を与えているもの】 

  

  

 

■ ─ ◘ⱳכ♩╛ ≠ↄ╡─ ╩↔ ≢№╣┌ ⌐↔ ╩↔ ↕™⁹( ) 

（貴社・貴事業所名） 

（住所）〒    －     （所属・役職名） 

（ＴＥＬ） （      ）       （記入担当者名） 

│ ≢∆⁹↔ ⌐№╡⅜≤℮↔↨™╕⇔√⁹ 

10 14 ╕≢⌐↔ ↕™╕∆╟℮⅔ ™ ⇔ →╕∆⁹ 

 



 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 



 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

   平成２８年度 

大和商工会 景況調査および 

大和商工会 事業所実態調査 

報  告  書 

 

平成２８年１１月 

大 和 商 工 会 

 

 


